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ポスト石油戦略研究所代表
大場紀章



プロフィール
大場紀章(おおばのりあき） 
エネルギーアナリスト/ポスト石油戦略研究所 代表

・京大院理学研究科博士課程中退
・技術系シンクタンクにてエネルギー調査
・2015年に独立、2021年に創業

・株式会社JDSCエグゼクティブフェロー

・PHP総研 客員研究員
・経産省CES検討委員会委員
・ちとせ研究所スペシャリスト
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自動車

電力 石油

研究領域

国際政治

科学技術

産業政策
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講義内容

1. エネルギー供給とは

2. カーボンニュートラルとは

3. エネルギー安全保障とは

4. これからの日本のエネルギー戦略
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1. エネルギー供給とは

5
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世界の一次エネルギー消費量の推移
3大資源：石油・天然ガス・石炭で8割強

82%

エクサジュール

石油
天然ガス
石炭

原子力
水力
再エネ

31%

24%

27%

4%
7%
7%
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石油 
31%

天然ガス 
24%

石炭 
27%

原 
子 
力 
4%

水 
力 
7%

再 
エ 
ネ 
7%

世界の一次エネルギー供給の内訳 
とその使われ方

輸送燃料 
40%

熱 
35%

プラ等 
 20%

電力用 
5%

熱等 
60%

電力用 
40%

電力用 
60%

製鉄等 
40%

電力

(推定値)

火力発電 
燃料換算
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日本のエネルギーバランスフロー

8

「エネルギー白書2023 
第211-1-3」
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日本のエネルギーバランスフロー

9

「エネルギー白書2023 
第211-1-3」

原子力 
3.2%
再エネ等 
13.6%

天然ガス 
21.4%

石油 
36.0%

石炭 
25.8%

47.8%が 
発電に投入

9.4%が 
都市ガスに投入

30.8%が 
石油産業に投入

8.9%が 
原料炭等に投入

17.5%が 
電力として出力

30.3%（電力投入の66%） 
が熱として排出

9.6%

8.0%

6.4%

41.8%

14.6%

12.2%

63.5%

電力の 
7割は 
産業用途

最終消費段階の比率
家庭用

運輸用

企業・事業所用

うち7.3%が電力 
3.7%が石油 
3.5%がガス

（うち6-8割は排熱)

うち19.3%が電力 
21.2%が石油 
5.4%がガス 
10%が石炭

総損失34.2%

旅客用

貨物用

9.7%

一次エネルギー エネルギー変換 最終エネルギー消費
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日本のエネルギー消費の実態

10

電力

電力

石油製品
都市ガス

石炭等

自家用蒸気等
都市ガス等

石油製品

ガソリン
軽油

重油他
ガソリン
軽油ジェット・LPG他

家庭

企業・事業所

貨物

旅客

14.6%

63.5%

9.7%

産業用途
73.2%

電力
26.6% 
=電化率 
うち8割が 
火力発電

石油消費
47%

「エネルギー白書2023 より作成

エネルギー問題は 
•3/4は産業の問題 
•1/2は石油の問題 
•1/4は電力の問題 
•ほぼ　外交の問題

12.2%



上流 中流 下流 利用

石油

天然ガス

石炭

原子力

再エネ

エネルギー 
資源開発 

探索 
掘削 
生産 
輸送

石油精製

熱量調整

電源開発 
発電・送配電

製鉄利用

再エネ開発 
発電・送配電

電源開発 
発電・送配電

石油小売（SS）

LPガス小売

都市ガス小売

電力小売

乗用車・トラック 
灯油ストーブ

電灯 
家電 
エアコン 
電子機器 
電気自動車等

上流開発 
エンジニアリング

プラント開発 
元売・発送電 エネ小売事業者

エネ利用機器 
製造メーカー

コンロ・給湯器

エネルギー供給のフローと関連産業

©2023 G.K.PSI

再エネ機器 
資源・製造

（小売）

事業用ガスボイラ
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3大化石燃料の存在位置

実際にはシェールオイルは砂岩（サ
ンドストーン、タイトサンド）層から
取れることが多く、石油工学的には
「タイトオイル」と呼ばれるシェール革命 

水平掘削＋水圧破砕 
（フラッキング）
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在来型と非在来型の分類
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米国シェール革命の衝撃
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米国シェール革命の衝撃
千バレル/日 Mcf/日

全石油生産量 全ガス生産量
80%

72%

EIAデータより作成
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世界の原油生産量の内訳

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成

中東32.7%

北米25.7%

ロシア他CIS15.5%
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石油情報センターHPより

石油精製のされかた
原油：掘ったままの石油 
石油製品：加工され消費される状態の石油
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原油および石油製品の貿易量(2021年)

エネルギー白書2023より

437

72

611

214

562

173

459

32940

60

71

73

23

293

177

254
103

• • • • • /• •

93
146

10

73

86

123

162

118

162

63

20 62

21

59

10

万バレル/日
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EIAによる石油貿易の８つのチョークポイント

エネルギー白書2023より
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天然ガス生産量の内訳

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成

北米

ロシア他CIS

中東



液化天然ガス(LNG)運搬船 天然ガスパイプライン

天然ガス輸送方法

©2023 G.K.PSI21

（マイナス162度）
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天然ガス輸送方法の内訳

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成



©2023 G.K.PSI23

天然ガス貿易量(2021年)

BP Statistical Review of World Energy 2022より
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石炭生産量の内訳

中国

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成
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石炭の使われ方の内訳

IEA World Energy Statistics 2022より

発電

製鉄

熱
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石炭貿易量(2021年)
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各化石燃料の国内消費の割合(2022 年)

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成
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世界の燃料別発電電力量の内訳

Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成

石炭火力

ガス火力
石油火力

原子力

水力

再エネ

石炭火力の比率(右軸）

35.3%
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世界のエネルギー供給システム
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2. カーボンニュートラルとは

30
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カーボンニュートラル≒脱炭素

31

カーボンニュートラル

ネットゼロエミッション

脱炭素

元々はバイオ燃料を後付けで環境価値で正当化するための概念 
近年ではCCUS等で相殺して（国家や企業が）「実質ゼロ」という意味に 
GHG全体ではなくCO2のみという意味の場合がある（タイ等） 
ビジネスサイドではScope1+2までを含むと解釈される場合がある（SBT等）

「カーボンニュートラル」より厳しい目標を指す場合がある 
　- GHGまで含む（タイ等）＝クライメートニュートラル（EU、UNFCCC） 
　- ビジネスサイドでScope3まで含む（SBT等）

使われる文脈により様々解釈が可能な曖昧な日本の政策用語
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なぜ「今」脱炭素なのか？　政治的な時系列

32

～2015年(パリ協定前) 
２度目標 先進国80%減

2015年 COP21 パリ協定 
「２度より十分低く、1.5度に抑える努力を追求 

2018年 IPCC 1.5度特別報告書 
「1.5度と2度では被害に大きな違い」 
「1.5度に抑えるには2050年に100%減」 

2019年 
英国、フランス、ドイツ等がCN宣言 

2020年 
中国(2060年）、EU、日本等がCN宣言 

2021年 
米、露（2060年)、印（2070年）等がCN宣言

IPCC図より

150を越える国と地域(GDPカバー率は2020年の26%→90%）
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多くの日本人が勘違いしていること

• 「脱炭素で石油投資が急減、再エネ増でエネルギー価格は高騰」

33

→2021年のグラスゴーCOP26の交渉前に既に殆どの国が自発的にCN宣言していた 
　パリ協定(COP21)では「2度以内」しか合意していない（1.5度は”努力追求”のみ合意）

→パリ協定以降、政府は削減義務を負わず、目標提出義務のみになったので、目標未達 
　でもなんのペナルティもない。むしろ脱炭素政策は産業界から政府への要請　」

→必ずしも再エネ振興策ではない。原子力推進や省エネ・電化製品の輸出等、産業競争　　 
　力向上に繋がる脱炭素にのみ力を入れるべき　

→環境活動家の影響もあるが、どちかかというとビジネスサイド、欧米の金融セクター 
　が「気候正義」を大義名分に利益のため公的機関に働きかけた影響が大きい 
　

→世界的な脱炭素トレンド以降（2019-2021年）石油ガス上流投資は増え続けている。 
　困難なのは公的資金や日本の金融機関絡み。再エネ増加はエネ価格を抑制している。

• 「脱炭素はパリ協定orバイデン政権の圧力で決まった」

• 「脱炭素はグレタさんのような環境原理主義者によって生まれた」

• 「脱炭素は政府の義務なので、事業者は従わざるを得ない」

• 「脱炭素＝再エネだから日本は不利」



難しいCNが世界で合意できた背景

34

• 2000年に北海油田生産ピーク、ロシア依存へ 
• 2014年 ロシアクリミア併合→脱露依存へ 
• 2015年 原油価格暴落→欧州石油業界の凋落 
• 2015年 VWディーゼル不正→独自動車戦略の転換 
• 2016年 ダイムラーCASE戦略発表 
• 2017年 英仏 ICE販売禁止発表 
• 2019年 英国の石炭火力2%に＋Brexitとメイ首相退陣

石炭

天然ガス

原子力
他
再エネ

石油

約1/3が露+CIS

©2023 G.K.PSI
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COP COPIPCC

電力 産業

政府

IPCC

電力 産業

政府 金融セクター 
銀行・ファンド・会計

支援働きかけ
規制的働きかけ

連携

目標遵守義務

目標・規制 支援要請

目標提出義務

TCFD 
ISSB 
SBTi 

RE100 etc.

従来と現在の気候変動構図の変化のイメージ
従来 現在

削減主体、主導主体、対立軸が変わった



CO2の排出責任はだれか？：パリ協定前（Scope1）

36 ©2021 G.K.PSI



Scope3

Scope3

Scope3

37 ©2021 G.K.PSI

CO2の排出責任はだれか？：パリ協定後（Scope1-3）
自動車メーカー目線
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企業は３つの市場で評価される

38

企業

金融市場

財市場 労働市場

金融機関 
機関投資家 
個人投資家 

ESG評価機関等

取引先 
消費者 
規制当局

新入社員 
中途

財務戦略

競争戦略 戦略人事
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パリ協定以前

「削減義務を持つ政府」が 
「条約の罰則回避」のために 

「電力や産業等」の 
CO2を減らす

パリ協定以降

「企業」が 
「市場対応と競争力」のために 
「自社・取引先・顧客」の 

CO2を減らして 
企業価値を高める

→国単位のCO2削減は二次的な問題に

誰が何のために減らすのか？

企業としてできること
産業機械の待機電力削減、低中温度域熱のHP化、高断熱化等 
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石油ガス上流投資額の推移と原油価格
ドル/バレル

殆の民間金融機関・投資ファンド、 
石油メジャーは上流開発投資を辞めていない
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日本のCN・GX政策の推移
内閣官房等 産業技術環境局 資源エネルギー庁 出来事

2 
0 
2 
0

2 
0 
2 
1

2 
0 
2 
2

2 
0 
2 
3

10月 2050年CN宣言

4月 気候サミット 
 2030年46%減

12月  グリーン成長戦略発表

6月 グリーン成長戦略策定

10月第６次エネ基策定 10月 岸田政権誕生
12月 GX推進小委員会・クリエネ戦略検討会合

1月 クリエネ戦略 懇談会

7月 GX実行会議

12月 GX実現に向けた基本方針
2月 同 閣議決定
5月 GX推進法・GX電源法成立

7月 GX推進戦略

5月 クリエネ戦略 中間整理 5月 クリエネ戦略 中間整理

有識者評価？

10月 衆議院選挙

2月 ウクライナ侵攻
3月 電力需給ひっ迫

6月 電力需給ひっ迫
7月 参議院選挙（11回開催)

６月 経団連チャレンジゼロ

成長戦略会議

7月非効率石炭FO

5月 経団連GX提言

12月 公明 原発建替容認

GI基金2兆円 14分野



電力

その他

サービス
家庭

その他製造業
化学工業

セメント

貨物トラック
自動車

鉄鋼

35.7%

7.0%
4.8%
5.8%
9.0%

4.5%
12.1%

5.0%
6.8%
9.2%

億トン(CO2換算)
2013年水準

26%減(パリ協定)

46%減(気候サミット)

80%減

カーボン 
ニュートラル

石油等

石油 
天然ガス等

石炭等

石炭 
天然ガス等

従来の 
「低炭素」目標

現在の 
「脱炭素」目標

日本のCO2排出量の推移と脱炭素目標

42 ©2023 G.K.PSI

非電力（≒熱需要）部門が殆ど！
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グローバルな脱炭素財政出動競争

EU 米国 日本

官民で 官民で

150兆円1兆ユーロ

約4000億ドル

20兆円
補助金

税額控除
政府支援 

（半分は融資）

5470億ユーロ

グリーンディール投資計画 
7年間（2021-2027年）

インフレ抑制法（IRA） 
10年間（2022-2031年）

GX推進戦略 
10年間（2023-2032年）

ほか 
・Fit for 55 
・排出量取引（EU-ETS） 
・国境炭素税（CBAM） 
・グリーンタクソノミー etc

投資減税＋生産量比例減税 
・再エネ（投＋生） 
・水素（投＋生） 
・蓄電池（生） 
・原子力（生） 
・CCS（生） 

投資補助＋生産量比例補助 
中身はこれから、以下例 
・蓄電池 
・鉄鋼 
・住宅 
・水素・アンモニア 
・ペロブスカイト太陽電池 
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自然

欧米人とアジア人の世界観の違い

44

自然

神

人類 
後進国・子供・女性

管理責任

人道的責任 
＝気候正義

気候変動 
自然災害 
移住強制

欧米人 アジア人

共生
人類 
欧米・大人 人類

責任主体としての個人・人格を重視する 
よりも、群れとして生きる傾向



©2023 G.K.PSI

最も重要な環境問題は温暖化ですか？

45
IPOS 2020

2014年69%からダウン
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人間の活動が気候変動に影響していると思うか？

46
IPOS 2020

2014年69%からダウン
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各国の温室効果ガス排出量

47
Energy Institute Statistical Review of World Energyより作成

CO2換算百万トン

中国

米国
インド
ロシア
日本

その他

30.2%

13.5%

7.3%
5.1%
2.8%
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3. エネルギー安全保障とは

48
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エネルギー政策とは
エネルギー政策（広義）

外交安保

産業政策

エネルギー 
安全保障政策

エネルギー政策（狭義）
・電力政策 
-火力、原子力、再エネ、系統、市場設計 

・燃料政策 
-石油、ガス、石炭、ウラン、調達・流通 

・省エネ政策

エネルギー関連産業政策
・製造業、製鉄、セメント、製紙、化学 
　等の産業政策

エネルギー 
産業政策

・自動車、家電等

エネルギー消費産業

エネルギー消費機器産業

気候変動環境政策

他、研究開発、教育など

エネルギー政策（最狭義）
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エネルギー政策の原則　S+3E

（経産省資料より）
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「エネルギー安全保障（セキュリティ）」とは何か

51

エネルギーセキュリティ

=電力の安定供給

=エネルギー供給のための 
外交安保政策

• 停電を防ぐ 
• 燃料在庫・備蓄を確保する 
• 火力発電所を作る 
• 原発を再稼働・新設する 
• 再エネを増やしすぎない 
• LNGを長期契約をする 
• 自主開発資源を増やす 
• 自給率を上げる等 
（より内政的イメージ）

• シーレーンを確保する 
• 供給国と友好関係を結ぶ 
• 供給国の平和に貢献する 
• 緊急時の消費国同士の協力 
（より軍事・外交的イメージ）

=不安をなくす
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エネルギー安全保障が危ぶまれた主な事例

52

・1941年　ABCD包囲網による対日石油禁輸 

・1973年・1979年　石油危機 

・2011年　福島第一原発事故→計画停電 
・2021年　日本LNG供給危機 
・2022年　ノルドストリーム破壊 
・2022年　サハリン1,2プロジェクト接収
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自主開発資源の拡大

53

原油自主開発比率

原油+LNG自主開発比率

経産省資料より作成

%
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4. これからの日本のエネルギー戦略

54
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なぜ日本は脱炭素しなければならないのか

1. 企業の財務戦略のため

2. 企業の競争力のため

・金融市場からの評価のため 
　- 機関投資家・金融機関からの評価、TCFD、ESG投資対応、資金調達 
・政府支援を引き出すため 
　- GI基金支援事業、GX債支援、、、

・顧客ニーズ（財市場）対応のため 
　- 自動車業界の要求、EU規制、サプライチェーンでの脱炭素 
・人材獲得（労働市場）のため 
　- 企業のイメージ、将来の事業持続性

3. ポスト石油時代対応のため
・石油供給の将来懸念
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(1)エネルギー安定供給の確保を大前提としたGXの取組 

①徹底した省エネ・・・断熱窓改修等 
②再エネの主力電源化・・・北海道から海底直流送電等 
③原子力の活用・・・建替えの具体化、60年運転 
④その他の重要事項・・・水素アンモニア値差支援等 

(2)「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行 

①GX経済移行債・・・10年20兆円 
②成長志向型CP・・・排出量取引、炭素に対する賦課金 
③新たな金融手法・・・GX推進機構設立等 
④国際戦略等・・・AZEC、リスキリング等

2/10 GX実現に向けた基本方針 閣議決定

56
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電気温水器をエコキュートに変えるだけで 



世界のEVの売れ行き状況

58
IEA EV Outlook 2023より
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世界 
 シェア14%

中国 
シェア29% 欧州 

 シェア16%
米国 

 シェア8%

ノルウェー 
 シェア88%

ドイツ 83万台 
 シェア31%

日本 9.6万台 
 シェア2.8%

2012年10万台 
2017年100万台 
2022年1000万第 
10年で100倍 

ストックベース 
2600万台 

うち6割が中国 

過去10年の 
自動車販売成長 
の7割がEV
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日本の電源構成の推移

59
エネルギー白書2023より

原子力
石炭

LNG

石油等水力

新エネ等
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太陽光発電導入の推移

60
エネルギー白書2023、経産省資料より

石炭

LNG

太陽光発電累積導入量

太陽光発電国内出荷量
万kW

太陽光発電 平地面積あたり導入量

太陽光発電モジュール生産量
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出力抑制の必要性

61
エネルギー白書2023より



kbpd

bcm

EJ

UK

Norway
Others

UK Norway
Netherlands
Others

Germany
Poland
UkraineUK
Others

米国 欧州 中国 日本

石 
油

天 
然 
ガ 
ス

石 
炭

BP2021より

消費量

生産量
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日本の中東依存度の推移

63 ©2023 G.K.PSI



中東依存度が高いのは日本だけ・・・

64 ©2023 G.K.PSI
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高まる中東リスク

95%

5%

中東石油
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陸上ガス田

シェールガス

海底ガス田(0-500m)

投入エネルギー

石油・ガスの実質供給ピーク
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少ないLNG在庫量

大手電力発電用LNG月末在庫量の推移と最新の週末在庫量

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electricity_measures/pdf/denryoku_LNG_stock.pdf

LNG危機

約18日分
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2050年に向けた火力発電のロードマップ
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CCSの可能性



“ポスト石油”時代を日本が生き抜いていくため

必要な変革を導く”シンクタンク”

既存の業界にとらわれず

ご静聴ありがとうございました
公式X　　、公式Youtube　　開設!

学生インターン募集中！


